
様式第１号（第２条関係）

　　１　職員の採用の状況（平成２８年度） （単位 ： 人）

　備考　　１、美里町職員の任用に関する規則（平成16年美里町規則第24号）に基づき、任命権
　　　　　　　者が採用した職員数の状況である。
　　　　　　２、表中区分の欄に掲げる用語の意義は、次のとおりである（以下この様式において
　　　　　　　同じ。）。
　　　　　　　（１）一般行政職　（２）から（3）までに掲げる職員以外の職員
　　　　　　　（２）教育職　教育職給料表が適用される職員
　　　　　　　（３）技能労務職員　技能労務職給料表が適用される職員

　　２　再任用職員の採用の状況（平成２８年度） （単位 ： 人）

　備考　　１、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条の４第１項、第28条の５第１項又
　　　　　　　は第28条の６第１項及び第２項の規定に基づき、任命権者が再任用した職員数の
　　　　　　　状況である。
　　　　　　２、再任用の期間を更新した場合は、その都度計上している。

　　３　退職の状況（平成２８年度） （単位 ： 人）

　備考　 表中に掲げる用語の意義は、次のとおりである。
　　　　　　（１）定年退職　地方公務員法第28条の２第１項の規定による退職及び同法第28条の
　　　　　　　　　　　　　　 ３第１項規定による勤務延長後の退職
　　　　　　（２）勧奨退職　任命権者が行う退職勧奨に応じた退職
　　　　　　（３）普通退職　自己都合による退職
　　　　　　（４）分限免職　地方公務員法第28条第１項の規定による免職
　　　　　　（５）懲戒免職　地方公務員法第29条の規定による免職
　　　　　　（６）失　　　職　地方公務員法第28条の４の規定による失職
　　　　　　（７）任期満了　定められた任期が満了したことによる退職
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４　職員の採用の状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

＜参考＞
人口１万人当たりの職員数 人
（類似団体の人口１万人あたりの職員数 人）

＜参考＞
人口１万人当たりの職員数 人

（類似団体の人口１万人あたりの職員数 人）

＜参考＞
[  ］ [  ］ [  ］ 人口１万人当たりの職員数 人

（注） １　職員数は一般職に属する職員数です。

２　[     ]内は、条例定数の合計です。

(2) 年齢別職員構成の状況（平成28年４月１日現在）

　

区　分 職     員     数 対前年
増減数

主  な  増   減  理  由

部　門 平成27年 平成28年

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議　　　会 2 2 0

総　　　務 38 39 1 新業務対応による増

税　　　務 11 10 ▲ 1 調整による減

農林水産 14 14 0

商　　　工 5 6 1 観光施設運営に伴う増

土　　　木 10 9 ▲ 1 道路維持補修員減

民　　　生 10 11 1 障がい者支援業務増

衛　　　生 8 8 0

計
98 99 1 91.45

83.87

教育部門 25 25 0

消防部門 0 0 0

小　　　計
123 124 1 114.54

102.97
公
営
企
業
等

　
会
計
部
門

病　院 0 0 0
水　道 4 4 0
交　通 0 0 0
下水道 2 1 ▲ 1
その他 8 7 ▲ 1

小　　　計 14 12 ▲ 2
合　　　　　計 137 136 ▲ 1

145 145 0 125.62

区　分
20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

計～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上
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　　(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成24年４月１日～平成28年４月１日における定員管理の数値目標（常勤の教育長を除く。）

人 人 人 ％

（参考）定員適正化計画における定員管理の数値目標（常勤の教育長を除く。）

②　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要（常勤の教育長を除く。）

区　分

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（注） １ 　計画期間は、24年～28年の５年間である。

２ 　（    ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

３ 　増減は、各年の欄にあっては対前年比の増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降現年までの職

員増減数の累計を示す。

平成28年4月1日 14１人（現員数を維持する）

平成24年4月1日
職員数

平成28年4月1日
職員数

純減数 純減率

141 141 0 0.00

25年 26年 27年 28年 24年～28年

計　　画　　期　　間

数値目標
始　期 終　期

平成24年4月1日

（参考）

部　門 計画始期 １年目 2年目 3年目 ４年目 過去５年間の増減率 数値目標

24年

一般行政
職員数 99 99 102 98 99 0

増減 ― ― 3 ▲ 4 1 0.00

教育
職員数 27 27 26 25 25 ▲ 2

増減 ― ― ▲ 1 ▲ 1 ― ▲ 7.41

消防
職員数 0 0 0 0 0 ―

増減 ― ― ― ― ―

公営企業
等会計

職員数 16 16 13 14 12 ▲ 4

増減 ― ― ▲ 3 1 ▲ 2 ▲ 25.00

計
職員数 142 142 141 137 136 ▲ 6

▲ 4.23増減 ― ― ▲ 1 ▲ 4 ▲ 1



様式第２号（第２条関係）

１　総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注） １　職員手当には退職手当を含みません。
２　職員数は、平成２７年４月１日現在の人数です。

(3) ラスパイレス指数の状況

（注） １

２

３

(4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し
[　実施　]

②地域手当の見直し
実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

③その他の見直し内容

実質収支 人件費 人件費率 （参考）
２６年度の人件費率（平成28年1月1日） Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

27年度
人 千円 千円 千円 ％

区　分
住民基本台帳人口 歳出額

％

10,826 6,875,379 243,658 1,095,188 15.9 16.6

給 与 費 （参考）一人当たり （参考）類似団体平均
一人当たり給与費Ａ 給　   料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　Ｂ 給与費　Ｂ/Ａ

人 千円 千円 千円 千円 千円

区  分
職員数

千円

27年度 140 439,966 53,667 168,273 661,906 4,728 5,527

　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用い
て、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。

　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

　平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値
です。

 【概要】　国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し
　　　　　　等に取り組むとされている。

【改定実施時期】　平成28年4月1日
【内容】一般行政職の給与表について、国の見直し内容を踏まえ、平均2%の引下げ。2年間(平成30年3月31日まで)の経過措
置(現給保障)を実施。

　未実施

　特になし

職員の給与の状況報告書
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成28年4月1日現在）

①一般行政職

②技能労務職

※

※

※

※

（注） １

２

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額
（国ベース）

美里町 41.2 歳 288,600 円 329,723 円 - 円

熊本県 43.3 歳 340,459 円 400,221 円 367,148 円

国 43.6 歳 331,816 円 410,984 円 - 円

類似団体 41.4 歳 304,130 円 348,704 円 326,685 円

区　    　分
公務員 民間 参考

平均
年齢

職員数
平均給料

月額
平均給与 平均給与月額 対応する民間の

類似職種
平均
年齢

平均給与
Ａ/Ｂ

（Ａ） （国ベース） （Ｂ）

美　里　町

歳 人 円 円 円 歳 円

53.2 15 304,119 315,619 ― ― ― ―

うち
　学校給食員

52.6 8 302,038 310,438 調理士 45.1 200,400 1.55

うち
　用務員

53.3 6 306,200 320,800 用務員 55.2 199,900 1.60

うち
 自動車運転手

* * 1 ＊＊ ＊＊ ＊＊
自家用乗用

自動車運転手 53.5 197,200 ―

うち
 その他

－ 0 － － - ― ― ― ―

熊本県 51.7 301 336,587 371,025 351,992 ― ― ― ―

国 50.4 2,876 287,447 329,358 - ― ― ― ―

類似団体 51.2 6 289,076 305,697 296,962 ― ― ― ―

区　    　分

参考
年収ベース（試算値）の比較

公務員 民間
Ｃ/Ｄ

（Ｃ） （Ｄ）

美　里　町 ― ― ―

うち学校給食員 4,425,762円 2,681,700円 1.65

うち用務員 4,517,908円 2,732,900円 1.65

うち自動車運転手 * * 2,613,800円 ―

うちその他 * * ― ―

民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成25年度～27年度の３ケ年平均）

技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

年収ベースの「公務員(C)」及び「民間(D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された
期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

個人が特定できるものについては、公表していません。

「平均給料月額」とは、平成28年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の
額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。
　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出
しています。



(2) 職員の初任給の状況（平成28年４月１日現在）

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成28年４月１日現在）

３　一般行政職の級別職員数等の状況

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成28年４月１日現在）

（注） １　美里町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

(2) 昇給への勤務成績の反映状況

昇給日（1月1日）前の判定期間における勤務成績の結果を昇給区分に反映しています。

区　　　分 美里町 熊本県 国

一般行政職
大学卒 176,700 円 183,300 円 176,700 円

高校卒 144,600 円 149,000 円 144,600 円

技能労務職
高校卒 142,000 円 151,500 円 ― 円

中学卒 126,400 円 135,300 円 ― 円

区　　　分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

一般行政職
大学卒 ― 円 ＊＊ 円 ― 円 ― 円

高校卒 ― 円 ＊＊ 円 365,100 円 ＊＊ 円

技能労務職
高校卒 ― 円 ＊＊ 円 ― 円 ― 円

中学卒 ― 円 ― 円 ― 円 ― 円

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比 １号給の給料月額 最高号給の給料月額

1 級 主事 28
人

27.6
％

140,100
円

246,100
円

2 級 主事 7
人

7.1
％

190,200
円

303,000
円

3 級 係長、参事、主査 17
人

17.4
％

226,400
円

348,800
円

4 級 主幹、係長、参事 36
人

36.7
％

259,900
円

379,800
円

5 級 課長、審議員 10
人

10.2
％

286,200
円

391,800
円

6 級 総務課長 1
人

1.0
％

317,000
円

409,000
円

１ 級 28.3％
１ 級 20.7％

１ 級 11.3％

２ 級 7.1％
２ 級 10.8％

２ 級 12.3％

３ 級 17.1％
３ 級 17.6％ ３ 級 30.2％

４ 級 36.4％
４ 級 35.3％

４ 級 33.0％

５ 級 10.1％ ５ 級 14.7％ ５ 級 12.3％

[系列名]   [値] [系列名]    [値] [系列名]   [値]
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４　職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

全職種 千円 千円

（平成27年度支給割合） （平成26年度支給割合） （平成27年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

 月分 月分 月分 月分 月分 月分

)月分 )月分 ）月分 ）月分 ）月分 ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　　　5％～15％ ・役職加算　 　5％～20％ ・役職加算　　 5％～20％

・管理職加算　15％～25％ ・管理職加算　10％～25％
（注） 　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

(2) 退職手当（平成28年４月１日現在）

（支給率） （支給率）

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給 ）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注） 　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成26年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

(3) 地域手当（平成28年４月１日現在）

千円

円

(4) 特殊勤務手当（平成28年４月１日現在）

支給実績（平成27年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成27年度） ％

手当の種類（手当数）

美 里 町 熊 本 県 国

１人当たり平均支給額（平成27年度） １人当たり平均支給額（平成27年度）
―

1,355 1,692

2.60 1.50 2.60 1.60 2.60 1.6
(  － (  － （1.45 （0.75 （1.45 （0.75

　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置

勤勉手当への勤務実績の反映は行っていません。

美　　　里　　　町 国

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

20.445 25.56 20.445 25.5563

29.145 34.58 29.145 34.5825

41.325 49.59 41.325 49.59

49.59 49.59 49.59 49.59
定年前早期退職特例措置
（2～45%加算）

定年前早期退職特例措置
（2～45%加算）

なし なし

- 11,840

支給実績（平成27年度決算） 0

支給職員１人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 0
支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

％ 人

％ 人

％ 人

％

％

％

0

0.0

(2)

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

感染症等防疫作業手当支給実績無し 防疫作業従事者 作業日1日に付き1,000円

0



(5) 時間外勤務手当

支給実績（平成27年度決算） 千円

職員１人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 千円

支給実績（平成26年度決算） 千円

職員１人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 千円

(6) その他の手当（平成28年４月１日現在）

手　当　名

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

13,424

96

12,283

100

内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（平成26年度

決算）

扶養手当

　配偶者　13,000円
　配偶者以外  　6,500円
　１人目（配偶者なし）11,000円
　特定期間の加算　5,000円

同 16,156 115,400

同 6,543 25,307

支給職員１人当たり
平均支給年額

（平成26年度決算）

円

円

通勤手当

【自動車等の使用者】
2～5km：2,000円、～10Km：4,200
円、～15km：7,100円、～20Km：
10,000円、～25km：12,900円、～
30km：15,800円、以後5km区分で最
高31,600円

【交通機関を利用者】
運賃額55,000円までは全額、それを
超える部分については1/2を加算額
として支給する。

同 6,661 47,579 円

住居手当

【借家・借間】
・家賃23,000円以下：家賃-12,000円
・家賃23,000円～55,000円：（家賃-
23,000円）×1/2＋11,000円
・家賃55,000円以上：27,000円

- 円

休日勤務手当

休日等において正規の勤務時間中
に勤務を命じられた職員に対して勤
務1時間当たりの給与額に135/100
を乗じて得た額を支給する。

同 -

円

-

同 8,324 59,457

円

宿日直勤務を命じられた職員に対し
て勤務1回につき4,200円、常直的な
宿日直勤務については月額21,000
円を支給する。

同 2,264 16,171

夜間勤務手当

正規の勤務時間として午後10時か
ら翌日の午前5時までの間に勤務す
る職員に対して勤務1時間当たりの
給与額に25/100を乗じて得た額を
支給する。

同 -

円

管理職手当
管理又は監督の地位にある者に対
して、定額(19,100～46,300円）を支
給

管理職員
特別勤務手当

管理職手当支給対象職員が臨時又
は緊急の必要等により、週休日等に
勤務した場合一回12,000円以内を
支給する。

同 - -

宿日直手当

円

災害派遣手当

災害応急対策又は災害復旧のた
め、住所又は居住を離れて本町の
区域内に滞在することを要する場合
に3,970円～6,620円を支給する。

同 - - 円



５　特別職の報酬等の状況（平成28年４月１日現在）

（参考）類似団体における最高／最低額
円

（ 円）

円

（ 円）

円

（ 円）

円

（ 円）

円

（ 円）

（平成27年度支給割合） 【参考】

月分 給料月額×役職加算15%×支給割合

（平成27年度支給割合） 【参考】

月分 給料月額×役職加算15%×支給割合

　　（算定方式） （１期の手当額） 　（支給時期）

給料月額×在職年数× 任期毎

給料月額×在職年数× 任期毎

（注） １　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝48月）勤めた

場合における退職手当の見込額です。

円
-

円
-

区 分 給　料　月　額　等

給
料

町 長 769,000
855,000 円　　／ 507,500

320,000

副 町 長 576,500
680,000 円　　／ 404,600

円
報
酬

議 長 307,200
408,000

-
議 員 238,400

副 議 長

円　　／ 218,000 円
-

副 議 長 254,300
340,000 円　　／ 174,000

備 考

円　　／ 155,000 円
-

期
末
手
当

町 長

副 町 長 2.75

議 長

2.75

議 員

退
職
手
当

町 長 500/100 15,380,000円
副 町 長 290/100 6,687,400円



様式第３号（第２条関係）

　　１　勤務時間の状況（平成２８年度）

　備考　　１、｢１週間の勤務時間｣は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第24条第６項の規
　　　　　　　定に基づき条例で定めた職員の勤務時間である。
　　　　　　２、｢勤務時間の割振り｣は、月曜日から金曜日の午前８時30分から午後５時30分の時
　　　　　　　間帯（それに準じた時間帯）に勤務時間が割振られている職員の勤務時間である。

　　２　年次有給休暇の状況（平成２８年１月１日～１２月３１日） （単位：日）

　備考　　１、｢全期間在職職員数｣は、当該年の１月１日から12月31日までの全期間在職した
　　　　　　　職員の合計とし、当該期間の中途に採用された者及び退職した者並びに当該期間
　　　　　　　中に育児休業、分限休職の事由がある職員並びに派遣職員を除く。
　　　　　　２、｢総付与日数｣は、当該年の１月１日現在において全期間在職した職員に付与され
　　　　　　　た日数（前年からの繰越分を含む。）の合計である。
　　　　　　３、｢総使用日数｣は、全期間在職した職員の使用した年次有給休暇の合計である。

勤　務　時　間　の　割　振　り

始　　　業 休憩時間

総使用日数
１人当たり平
均使用日数

総付与日数

職員の勤務時間その他の勤務条件の状況報告書

38時間45分
12時00分

～13時00分

１週間の
勤務時間

８時30分 17時15分

休息時間終　　　業

土曜日・日曜日無

5,373 1,301 133 9.8

週 休 日

全期間在職職員数



様式第４号（第２条関係）

　　１　分限処分の状況（平成２８年度） （単位 ： 件）

　　２　年次有給休暇の状況（平成24年１月１日～12月31日）　備考　　１、職員のうち、地方公務員法（昭和25年法律第261号）及び美里町職員の分限の手
　　　　　　　続き及び効果に関する条例（平成16年美里町条例第26号）に基づき分限処分に付
　　　　　　　された者の状況であり、当該年度において同一の者が複数回にわたって分限処分
　　　　　　　に付された場合は、重複して計上している。
　　　　　　２、２以上の処分事由により分限処分に付された場合は、主たる処分事由に計上して
　　　　　　　いる。
　　　　　　３、休職に付されている者の休職期間が更新された場合は、その都度計上している。

　　２　懲戒処分の状況（平成２８年度） （単位 ： 件）

　備考　　１、職員のうち、地方公務員法に基づき懲戒処分に付された者の状況であり、当該年
　　　　　　　度において同一の者が複数回にわたって懲戒処分に付された場合は、その数を重
　　　　　　　複して計上している。
　　　　　　２、２以上の処分事由により懲戒処分に付された場合は、主たる処分事由に計上して
　　　　　　　いる。

処　分　事　由 合　計

法 令 に 違 反 し た 場 合 第29条第１項第１号

地方公務員法

3 3

職員の分限処分及び懲戒処分の状況報告書

合　　計休　　職免　　職降　　任処　分　事　由

心 身 の 故 障 の 場 合
第28条第１項第2号
　　　　 第2項第１号

勤務実績が良くない場合 第28条第１項第１号

職制、定数の改廃、予算の減少
により廃職、過員を生じた場合

第28条第１項第4号

職に必要な適格性を欠く場合 第28条第１項第3号

刑事事件に関し起訴された場合 第28条第2項第2号

地方公務員法第28条第４項により失職した者

美里町職員の分限の手続き及び効果に関する
条例第５条により失職しなかった者

3

地方公務員法 戒　告 減　給 停　職 免　職

合　　　　　　計 3

全体の奉仕者たるにふさわ
しくない非行のあった場合

第29条第１項第3号

職務上の義務に違反し又
は職務を怠った場合

第29条第１項第2号

合　　　　　　計



様式第５号（第２条関係）

営利企業等の従事許可の状況（平成２８年度） （単位：件）

　備考　　地方公務員法（昭和25年法律第261号）第38条及び美里町職員服務規程（平成16年美
　　　　　里町訓令第20号）の規定に基づく営利企業等の従事許可の状況である。

営利企業等の従事許可申請 7 7

職員の服務の状況報告書

許　可　件　数申　請　件　数区　　　　　　　　　分



様式第６号（第２条関係）

　　１　研修の状況（平成２８年度）

　備考　　地方公務員法（昭和25年法律第261号）第39条の規定に基づき、任命権者が行う職
　　　　　員の研修の状況である。

　　２　勤務成績の評定の状況（平成２８年度）

　備考　　地方公務員法第40条の規定に基づき、任命権者が行う勤務成績の評定の状況であ
　　　　　る。

研修の内容

全職員

人権教育研修会
人権教育の重要性と国民的課題である
同和問題に対する正しい理解と認識を深
める。

行政職員

職員の研修及び勤務成績の評定の状況報告書

実施回数 修了者数

行政職員研修会

研修の名称

クレーム対応研修 68１回

行政職員研修会

対象者

評　定　者

係長以上（被評価者の所
属する部署等における上
位の職の者）

任用、給与、分限その他人事
管理の基礎として活用

評定結果の活用

支援者向けメンタルヘルスケア研修

能力評価及び業績評価

１回 78

評　　定　　の　　方　　法

全職員

人事評価研修会
人事評価制度研修
評価者のレベルアップ研修

全職員
評価者

2回 138

１回 80



様式第７号（第２条関係）

　　１　厚生制度の状況（平成２８年度）

　備考　　地方公務員法（昭和25年法律第261号）第42条の規定に基づく職員の厚生制度の
　　　　　状況である。

　　２　公務災害補償の状況

　　（１）公務災害（平成２８年度） （単位：件）

　備考　　地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）に基づく職員の公務災害補償の
　　　　　状況である（(２)において同じ。）。

　　（２）通勤災害（平成２８年度） （単位：件）

職員の福祉及び利益の保護の状況報告書

その他厚生に関すること

内　　　　　容 実　施　状　況区　　　　　分

定期健康診断（問診、血圧、体格検
査、腹囲、尿検査、便潜血、腎機能、
血液一般、糖代謝、肝機能、血中脂
質、視力、聴力、安静心電図、内科診
察、胸部X線検査、腹部超音波検診）

職員の元気回復に関すること

年　度　末
未処理件数公　務　外

前年度末現在
未処理件数 公　務　上

1

受理件数
認　定　件　数

取り下げ件数

年度末
未処理件数通勤災害該当

受理件数
認　定　件　数

取り下げ件数

職員の保健に関すること

健診日：８月24日
　　 　　  ８月25日
　
受検者数：142人
実施機関：日赤健康管理セン
ター）

特定保健指導 実施件数：1件

ストレスチェック 受検者数：188人

通勤災害非該当

前年度末現在
未処理件数

1



様式第８号（第３条関係）

　　１　採用試験の実施状況（平成２８年度）

　　（１）一般行政職採用試験 （単位：人）

　　（２）教育職採用試験 （単位：人）

　　２　年次有給休暇の状況（平成24年１月１日～12月31日）

　　（３）技能労務職採用試験 （単位：人）

　　（４）身体障害者を対象とした採用選考試験 （単位：人）

　　（５）採用試験の実施日程

8.0

10 4.0

一般事務
（職務経験者）

9 8 3

管理栄養士

一般事務

0

受験者数
第１次試験
合格者数

一般事務

最終合格者数
競争倍率

（倍）

1

7 3

50

職員の競争試験及び選考の状況報告書

区　　　分 受験申込者数

38 15

---

最終合格者数
競争倍率

（倍）
第１次試験
合格者数

競争倍率
（倍）

0

区　　　分

区　　　分 受験申込者数 受験者数
第１次試験
合格者数

最終合格者数

受験者数

区　　　分 受験申込者数

受験申込者数

最終合格者数受験者数
第１次試験
合格者数

00

競争倍率
（倍）

---一般事務 3 2

試験の種類 試験公告日 受付期間 第１次試験日

H28.7.25～
H28.8.12

H28.9.18 H28.10.11 H28.10.29

第１次試験
合格発表日

第２次試験日
最終合格
発 表 日

一般事務（職務経験者）

H28.11.11

H28.7.4
H28.7.25～
H28.8.12

H28.9.18 H28.10.11 H28.10.29 H28.11.11

一般事務（障がい者枠） H28.7.4

管理栄養士 H28.7.4
H28.7.25～
H28.8.12

H28.9.18 H28.10.11 H28.10.29

H28.10.11H28.7.4
H28.7.25～
H28.8.12

H28.9.18 H28.10.29 H28.11.11

H28.11.11



　　２　採用選考の状況（平成２７年度）

　　３　昇任試験の実施状況（平成２７年度）

　　４　昇任選考の状況（平成２８年度） （単位：人）

一般行政職

職　　　種

職　　　　種

試験の種類

その他

選　考　申　請　人　数
選考承認人数

競　争
倍　率

最　終
合格者

試　験　日受　験　資　格

合　　　計

第１次
合格者

受　験
者　数

申　込
者　数

町長部局 教育委員会部局

町　長
部　局

3

合　計

選考承
認人数

選　考　申　請　人　数

選挙管理
委 員 会

代表監
査委員

教　育
委員会

その他
議　会
議　長

13 1 17 17


